
入居一時金の規制強化 参照条文入居 時金 規制強化 参照条文

○ 改正後の老人福祉法

（届出等）

第二十九条

６ 有料老人ホームの設置者は、家賃、敷金及び介護等その他の日常生活上必要な便宜の
供与の対価として受領する費用を除くほか、権利金その他の金品を受領してはならない。

７ 有料老人ホームの設置者のうち、終身にわたつて受領すべき家賃その他厚生労働省令
で定めるものの全部又は一部を前払金として一括して受領するものは、当該前払金の算
定 基礎を書 明 当該前払金 還債務を負う ととな 場合定の基礎を書面で明示し、かつ、当該前払金について返還債務を負うこととなる場合に
備えて厚生労働省令で定めるところにより必要な保全措置を講じなければならない。

８ 有料老人ホームの設置者は、前項に規定する前払金を受領する場合においては、当該
有料老人ホ ムに入居した日から厚生労働省令で定める 定の期間を経過する日までの有料老人ホームに入居した日から厚生労働省令で定める一定の期間を経過する日までの
間に、当該入居及び介護等の供与につき契約が解除され、又は入居者の死亡により終了
した場合に当該前払金の額から厚生労働省令で定める方法により算定される額を控除し
た額に相当する額を返還する旨の契約を締結しなければならない。相 旨 約 結 。

11 都道府県知事は、有料老人ホームの設置者が第四項から第八項までの規定に違反した
と認めるとき、入居者の処遇に関し不当な行為をし、又はその運営に関し入居者の利益
を害する行為をしたと認めるとき、その他入居者の保護のため必要があると認めるとき
は、当該設置者に対して、その改善に必要な措置を採るべきことを命ずることができる。
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12 都道府県知事は、前項の規定による命令をしたときは、その旨を公示しなければなら
ない。な 。

第三十九条 第十八条の二第一項又は第二十九条第十一項の規定による命令に違反した者
は、六月以下の懲役又は五十万円以下の罰金に処する。

附 則

（施行期日）
第一条 この法律は、平成二十四年四月一日から施行する。ただし、（略）

（老人福祉法の一部改正に伴う経過措置）
第十条

３ 新老人福祉法第二十九条第六項の規定は、施行日の前日までに旧老人福祉法第二十九
条第 項 規定 届 がさ 項 規定す 有料老 平成条第一項の規定による届出がされた同項に規定する有料老人ホームについては、平成二
十七年四月一日以後に受領する金品から適用する。

４ 新老人福祉法第二十九条第八項の規定は、同条第一項に規定する有料老人ホームに施
行日以後に入居した者に係る前払金について適用する行日以後に入居した者に係る前払金について適用する。

有料老人ホ ム設置運営表運指導指針は 今後改 予定※有料老人ホーム設置運営表運指導指針は、今後改正予定。
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○ 改正後の老人福祉法施行規則

（家賃等の前払金の返還方法）

第二十一条 法第二十九条第八項の厚生労働省令で定める一定の期間は、次に掲げるもの
とする。

一 入居者の入居後、三月が経過するまでの間に契約が解除され、又は入居者の死亡に
より終了した場合にあつては、三月

二 入居者の入居後、一時金の算定の基礎として想定した入居者が入居する期間が経過
契 解除 者 合（前 合するまでの間に契約が解除され、又は入居者の死亡により終了した場合（前号の場合

を除く。）にあつては、当該期間

２ 法第二十九条第八項の厚生労働省令で定める方法は、次に掲げるものとする。

一 前項第一号に掲げる場合にあつては、法第二十九条第七項の家賃その他第二十条の
九に規定する費用（次号において「家賃等」という。）の月額を三十で除した額に、
入居の日から起算して契約が解除され、又は入居者の死亡により終了した日までの日
数を乗ずる方法数を乗ずる方法

二 前項第二号に掲げる場合にあつては、契約が解除され、又は入居者の死亡により終
了した日以降の期間につき日割計算により算出した家賃等の金額を、一時金の額から
控除する方法控除する方法
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返還金のルールのまとめと関係通知返還金 まと と関係通知

返還金の算定方法 備考

入居後 １．起算日は、物件が完成しているなど、入居者が入居前払金全額から
３ヶ月以内 可能な状態になっていることを前提として、原則として、入

居契約に定めた契約の始期（入居予定日）をいう。ただし
、入居者は、登録事業者の同意を得て、契約期間の始
期(入居予定日)を延期することが可能である

前払金全額から、

前払金の算定根拠とな
った家賃等の月額
÷３０

入居の日から起算して
契約が解除され、又は

×
期(入居予定日)を延期することが可能である。

２．サービス付き高齢者向け住宅事業者が、入居契約に
おいて、入居者の契約解除の申出から実際の契約解除

÷３０

入居者の死亡により終
了した日までの日数

までの予告期間等を設定することにより、短期解約特例
制度の３ヶ月を事実上短縮することは、今回の法改正の
趣旨に反して入居者の利益を不当に害する。

（サ ビス付き高齢者向け住宅に関する通知）
を減じた額

日割り計算の家賃

実際 契約終 から

（サービス付き高齢者向け住宅に関する通知）

想定居住
期間以内

※多くの事業者では入居金の償却は月次償却となってい
るが、今回、日次（日割り）で清算することが求められて
いる

×

実際の契約終了日から
想定居住期間の期限
までの日数

いる。

備考２は 有料老人ホームに関しても同様の通知がな
それ以降 －

備考２は、有料老人ホ ムに関しても同様の通知がな
される見込み。

4



返還金の算定式 （３ヶ月以内に契約終了した場合）

◆老人福祉法第29条第8項
有料老人ホームの設置者は、前項に規定する前払金を受領する場合においては、当該
有料老人ホ ムに入居した日から厚生労働省令で定める 定の期間を経過する日までの有料老人ホームに入居した日から厚生労働省令で定める一定の期間を経過する日までの
間に、当該入居及び介護等の供与につき契約が解除され、又は入居者の死亡により終了
した場合に当該前払金の額から厚生労働省令で定める方法により算定される額を控除し
た額に相当する額を返還する旨の契約を締結しなければならない。た額に相当する額を返還する旨 契約を締結しなければならな 。

前払金

返還金厚生労働省令 返還金
⇒初期償却分を含む

厚生労働省令で
定める方法により算定される額

◆老人福祉法施行規則第21条第2項第1号

前項第一号に掲げる場合にあつては、法第二十九条第七項の家賃その他第二十条の
規定す 費 （次 「家賃等 う ） 額 除 額九に規定する費用（次号において「家賃等」という。）の月額を三十で除した額に、

入居の日から起算して契約が解除され、又は入居者の死亡により終了した日までの日
数を乗ずる方法
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返還金の算定式 （３ヶ月以内に契約終了した場合）

1.入居日から３ヶ月以内

初初
期
償
却却
（
保
険

徴収
険
分
）

毎月の償却日割り家賃

契約終了日

想定居住期間

入居日

＝契約期間の始期
（入居予定日）（入居予定日）
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返還金の算定式 （想定居住期間内に契約終了した場合）

◆老人福祉法第29条第8項
有料老人ホームの設置者は、前項に規定する前払金を受領する場合においては、当該
有料老人ホームに入居した日から厚生労働省令で定める一定の期間を経過する日までの有料老人ホ ムに入居した日から厚生労働省令で定める 定の期間を経過する日までの
間に、当該入居及び介護等の供与につき契約が解除され、又は入居者の死亡により終了
した場合に当該前払金の額から厚生労働省令で定める方法により算定される額を控除し
た額に相当する額を返還する旨の契約を締結しなければならない。

前払金

返還金
初期償却を含まない

厚生労働省令で
定める方法により算定される額

◆老人福祉法施行規則第 条第 項第 号

⇒初期償却を含まない定める方法により算定される額

◆老人福祉法施行規則第21条第2項第2号

前項第二号に掲げる場合にあつては、契約が解除され、又は入居者の死亡により終
了した日以降の期間につき日割計算により算出した家賃等の金額を、一時金の額から
控除する方法控除する方法

前払金

契約終了日以降の日割り家賃計算結果はココ
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返還金の算定式 （想定居住期間内に契約終了した場合）

２．想定居住期間＝償却期間以内

返還金 算定式 （想定居住期間内 契約終了した場合）

初初
期
償
却却
（
保
険

返還金
契約終了日険

分
）

毎月の償却 清算（日割り）

契約終了日

想定居住期間
入居日

＝契約期間の始期
（入居予定日）
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